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システム基盤技術検討会（第９回） 

 

１．日 時 平成２９年２月１７日（金）１０：００～１２：００ 

 

２．場 所 中央合同庁舎４号館 １１階 共用第１特別会議室 

 

３．出席者：（敬称略） 

［構成員］ 相田 仁（座長）、田中 健一（副座長）、佐々木 繁、佐藤 良明、 

島田 啓一郎、髙原 勇、田中 克二、西 直樹、矢川 雄一 

 

［外部有識者］ ＳＩＰ「重要インフラ等におけるサイバーセキュリティの確保」  

後藤 厚宏 プログラムディレクター（ＰＤ）、 

手塚 悟 サブプログラムディレクター（ＳＰＤ） 

 

［議 員］ 久間 和生 総合科学技術・イノベーション会議議員、 

上山 隆大 総合科学技術・イノベーション会議議員 

 

［関係機関］ 松田 昇剛 企画官（内閣官房ＩＴ総合戦略室）、 

澤近 俊輔 上席サイバーセキュリティ分析官 

（内閣サイバーセキュリティセンター（ＮＩＳＣ））、 

野崎 雅稔 課長（総務省 情報通信国際戦略局 技術政策課）、 

榎本 剛 参事官（文部科学省 研究振興局 参事官（情報担当）、 

植木 健司 企画官（経済産業省 産業技術環境局 研究開発課） 

中東 一 課長（農林水産省 技術会議事務局 研究企画課）、 

高嶺 研一 室長（国土交通省 総合政策局 技術開発推進室）、 

 

［事務局］ 山脇 良雄 内閣府 政策統括官、進藤 秀夫 内閣府 官房審議官、 

生川 浩史 内閣府 官房審議官、松本 英三 内閣府 官房審議官、 

布施田 英生 内閣府 参事官 
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４．議題 

 

(1) 前回までの有識者ご意見 

(2) 重要課題専門調査会の議論について 

(3) 実務者会合の議論について 

(4) 官民データ活用推進基本法について 

(5) 人工知能技術戦略会議の取組み 

(6) その他 

 

５．配布資料 

 

［資料］ 

資料１：前回までの有識者ご意見抜粋 

資料２：システム基盤技術検討会 平成２８年度中間報告 

資料３：データベース構築を中心とした実務者会合検討報告 

資料４：官民データ活用推進基本法について 

資料５：人工知能の研究開発目標と産業化のロードマップの検討状況（中間まとめ） 

資料６：今後の予定について 

参考資料１：システム基盤技術検討会（第８回）議事録（案） 

参考資料２：重要課題専門調査会 平成２８年度中間報告 資料抜粋 

参考資料３：データベース構築状況の調査まとめ 

 

［机上配布のみ］ 

第５期科学技術基本計画 

科学技術イノベーション総合戦略２０１６ 

重きを置くべき施策の特定に向けたヒアリング関連資料 

総合戦略２０１６並びに科学技術基本計画と対応する協議会、ＷＧ、検討会及び分科会一覧 
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○相田座長 それでは、電車で遅れていらっしゃるメンバーもおられますが、定刻になりまし

たので、第９回のシステム基盤技術検討会を開催させていただきます。 

 本日もお忙しい中お集まりいただきまして、ありがとうございます。 

 それでは、早速ですが、出席者及び資料の確認を事務局からお願いいたします。 

○事務局（布施田） おはようございます。 

 本日の出席者でございますが、構成員総数１５名のうち、出席は９名でございます。 

 本日は、新井構成員、岩野構成員、江崎構成員、小川構成員、土井構成員、松原構成員が御

欠席でございます。 

 また、「ＳＩＰの重要インフラ等におけるサイバーセキュリティの確保」から後藤ＰＤと手

塚ＰＤは御参加いただいてございます。 

 総合科学技術・イノベーション会議より久間議員に御出席いただいてございます。上山議員

は遅れて御到着の予定でございます。 

 また、本日関係各省より内閣官房ＩＴ室、総務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、

国土交通省に御出席いただいてございます。 

 出席者の御紹介は以上でございます。 

 配付資料でございますが、お手元の資料のクリップを外していただきまして、議事次第がご

ざいます。そこに資料の一覧がございます。こちらに沿って御紹介していきますが、資料１が、

前回のご意見の抜粋、資料２が、この検討会の中間報告、資料３が、実務者会合の検討報告で

ございます。資料４が、ＩＴ室から御提出していただきました官民データ活用推進基本法につ

いて、資料５が、人工知能技術戦略会議からの資料でございます。資料６が、今後の予定とな

ってございます。 

 以下、参考資料１が、前回会合の議事録、参考資料２が、１月に開催されました重要課題専

門調査会の資料の一部抜粋でございます。参考資料３が、データベース構築状況のＡ３の紙が

ついてございます。 

 また、机上には基本計画、また総合戦略等の資料が参考として置いていますが、そちらはそ

のままにしておいてくださいませ。 

 以上が配付資料の確認でございます。過不足等がございましたら、事務局までお申しつけく

ださい。 

 以上でございます。 

○相田座長 よろしいでしょうか。 
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 続きまして、参考資料１にございます前回の議事録でございますけれども、事前に各構成員

の皆様に御確認いただいておりますので、この場での読み上げは省略させていただきますけれ

ども、この内容で後ほど公開させていただきたいと思いますので、もし、お気づきの点ござい

ましたら、急ぎ事務局までお知らせいただければと思います。 

 本日の議事でございますけれども、１月２５に開催されました重要課題専門調査会の様子を

御紹介させていただいた後、いつものことでございますけれども、この検討会の下に設けた実

務者会合での検討状況をお伺いいたします。その中で１１システムの中で共通的に活用すると

価値のあるデータベースについて、取組の方向性について議論させていただきたいと思います。 

 続きまして、昨年１２月に施行されました官民データ活用推進基本法というものの概要につ

きまして、内閣官房ＩＴ室から御紹介いただきます。 

 最後に、人工知能技術戦略会議の取組について関係省庁から御紹介いただけるということで

ございます。 

 よろしいでしょうか。 

 それでは、まず前回までの有識者御意見ということで、資料１につき、事務局から説明をお

願いいたします。 

○事務局（布施田） 資料１、前回の御意見の抜粋でございます。 

 めくっていただきまして、１ページ目に前回会合での主な御意見を載せてございます。 

 まず、上半分の方でございますが、前回会合のときには、インフラ分野とエネルギー分野で

のデータを収集して活用している状況などを御報告いただきました。それについて御意見が幾

つか出てきてございました。 

 例えばインフラでございますと、今流れている交通の情報とインフラを点検するときのデー

タでは、その取得頻度が違う場合、また、そのような違いをどう考慮するのかという話がござ

いました。 

 また、共通的なことで言いますと、共通の２番目に書いてございますが、フィールドのデバ

イスから得られたデータを出してくれないこと、データの出し側（がわ）のインセンティブを

どう見つけていくのかという御議論もあったところでございます。 

 また、中ほどは、実務者会合からデータベースの構築状況について御報告をいたしました。

それに対しての御意見でございますが、データ利活用に向けてのメタデータの共有、利用のポ

リシーの公開、ツールの共有など、そういうものが必要ではないかという御意見がございまし

た。 
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 推進体制の整理のところの一番下でございますが、関係省庁との相談を進め、連携を進め、

データベースの構築体制を明確にしていくということがございました。議論の中では、特に今、

官民データ活用基本法ができて、ＩＴ室の取組が進んできてございますので、そういうＩＴ室

の取組ともよく連携していくようにという御意見でございました。 

 また、最後、リファレンスモデルの検討についても中間報告がございました。ここでありま

したのは、一番下にありますけれども、実際役に立つ効果のあるリファレンスモデルを作って

いく。それはどういうものなのかということを考えてほしい、という御注文がございました。 

 ２ページ目でございますが、前回会合では、基盤技術の方向性ということでＣＲＤＳから御

報告を頂いたところでございます。それに対しても幾つか御意見がございました。 

 サイバーセキュリティにつきましては、経済的な観点からも含めて検討してほしいというこ

とですとか、サイバーフィジカルシステムの検討については非常に幅広いということもありま

して、社会実装のときに一体誰が関係者なのか、誰のためにやっているのかということをよく

把握しておくようにというふうな御意見もあったところでございます。 

 前回会合の御意見、主なところを紹介させていただきました。 

 以上でございます。 

○相田座長 これにつきましては、本日この場で御議論ということではないかと思いますけれ

ども、何か自分の発言の意図が曲がって解釈されているようだという御指摘ございましたらお

願いしたいと思いますが、よろしいでしょうか。 

 もしお気づきの点ございましたら、これにつきましても後ほどでも事務局の方まで御連絡い

ただければと思います。 

 では、一応先に進ませていただきます。 

 続きまして、議題（２）といたしまして、重要課題専門調査会の議論についてということで、

先ほど申し上げましたように、１月２５日に重要課題専門調査会がございまして、私は前後の

予定との関係で全部は出席できませんでしたが、お手元の資料２にあるような形で、このシス

テム基盤技術検討会の中間報告をさせていただきました。この資料２につきましては、いつも

御議論いただいている内容と思いますので、簡単にめくっていただければということで説明は

省略させていただきたいと思いますけれども、お手元の参考資料２の方に、この重要課題専門

調査会で、他の戦略協議会等々から示していただいた資料の抜粋があるわけでございますけれ

ども、順番からいうと、私が先ほどの資料２のプレゼンをする前に、例えばここにあります次

世代インフラ協議会の、開いていただきますと、２ページのところで次世代インフラ共通デー
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タプラットフォームを作る、ということで御検討いただいているとか、同じような話で６ペー

ジ目のところでは、防災・減災情報サービスプラットフォームというようなもの、それから、

エネルギーの方から言いますと、これはどこと言ったらいいのでしょうか、１３ページ目のあ

たりを見ますと、物理層、サイバー層、サービス層というようなことで、これは「エネルギー

のネットワークアーキテクチャ」とタイトルになっていますけど、この中にはビッグデータで

とか需要予測ですとか情報のやりとりというのが非常に多く出てきているということで、同様

のことが農林水産戦略協議会も、こちらは１５ページに私どものものをリファレンスとして引

いていただいていますが、１６ページのところで、こういった情報提供プラットフォームのよ

うなものを考えてあるというようなこと。 

 それから、環境の方は、最後の１９ページのところで、やはりいろいろな地球環境情報プラ

ットフォームというようなものをお考えということで、先ほどの資料２の方でも紹介させてい

ただきましたけれども、システム基盤技術検討会として、こういうデータベースについて分野

をまたがって共用するような法則について、あるいはリファレンスアーキテクチャについて検

討しているということを御紹介させていただいているところですけれども、そのニーズという

のでしょうか、それは今非常に高まっているという印象を受けたところでございます。 

 何か久間議員の方から補足いただける箇所はございますか。 

○久間議員 いえ、特にありません。 

○相田座長 あるいは事務局の方から何か補足いただけることはございますか。 

○事務局（布施田） 大丈夫です。 

○相田座長 ということで御紹介させていただきましたが、何か御質問、御指摘いただく点ご

ざいますでしょうか。よろしいでしょうか。 

○久間議員 では、一言申し上げます。おかげさまで幾つかの協議会では、Society 5.0の実

現に向けたひな型ができつつあるという状況です。こういった活動を様々な分野でより加速し

ていきたいと思います。このシステム基盤技術検討会では、Society 5.0の共通プラットフォ

ームをしっかり構築するための議論をしてください。よろしくお願いします。 

○相田座長 何かほかにございますでしょうか。よろしいでしょうか。 

 それでは、実際にプラットフォームをどう作っていくかということとも関係するわけですけ

れども、議題（３）といたしまして、実務者会合の議論についてということで、主査をお務め

いただいている田中副座長から御説明をお願いいたします。 

○田中副座長 それでは、資料３について御説明をします。 
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 このシステム基盤技術検討会の前に、実務者会合ということでメンバーの方に集まっていた

だき議論を進めております。その内容が資料３です。 

 まず、１ページをご覧ください。 

 １２月に各戦協やワーキンググループに、例えばどういうデータベースがあると、どんなア

プリケーションが実現できるか、その中から各戦協の外に出して、ほかのシステムでも共用で

きるようなデータは何ですかというアンケートをとらせていただきました。それをまとめたの

が、この１ページの図です。 

 この表自体は、上半分が、ちょうどピンクの部分ですが、システムの外への共用も検討とい

う種類のデータがここに並んでございます。下のブルーの部分につきましては、主にシステム

内での利用を検討していますという区分けがされております。 

 この中から共通項を抜き出したのが赤の枠、それから青の枠で書かれている部分です。 

 赤の枠につきましては、主に地理系です。地図ですとか公共構造物のようなデータです。い

わゆる地理に関するデータが赤の枠で囲まれております。 

 それから青の枠ですけれども、こちらの方がＣＯ２の排出量ですとか気候、気象のデータ、

いわゆる環境系のデータになってございます。 

 これ以外に、このアプリケーションに関するデータとしては表には出てこないのですけれど

も、当然この後ろにはこういうデータを共有するときに必要なサイバーセキュリティをどうい

うふうに担保していくかというものが必ず存在します。 

 ということがアンケートの結果です。 

 それで、この結果をもとに、システム基盤技術検討会としてどのようなデータベースを構築

すればいいかということを検討した中間結果が２ページになります。 

 ２ページにありますように、元々は総合戦略、それから基本計画に書かれています１１のシ

ステムの中から共通的に活用する価値があるデータをまず持ってこようということで、それが

先ほどの１ページのアンケート結果になってございます。 

 それを具体的にこれからどうやってまとめていくかと書いたのが、下の図を御覧いただきた

いのですが、一番下の赤の枠で囲まれた「データ共有活用基盤」という部分が、いわゆるシス

テム基盤が担当しているデータベースで何を作るかというところになります。 

 それで、この上に緑の点線で縦方向に四つ、今は例として並んでいますが、これはＳＩＰで

今実際に研究開発がなされているものを例として書いたものですけれども、この赤の共通基盤

の上に、例えば自動走行システムだと、ダイナミックマップが実装される。それからインフラ
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維持管理、それから防災減災、ＩＴ農業という、こういう形でそれぞれのアプリケーションが、

この共通基盤を活用することによって効率的な開発ができるということを想定しております。 

 それで、一番上の「競争領域」のところで、ここについては緑の点線の枠で囲まれています

が、ここは各企業等が実際に事業するための競争領域ということで、この部分についてはこう

いうシステム基盤の中では議論をしないと考えております。 

 それで、下の「協調領域」の部分についてですけれども、これはシステム基盤が担当する部

分と、それから各戦協の方で既にアプリケーションを想定して議論がされている部分がありま

すので、こちらの緑の点線の縦方向の長い四角については、ＳＩＰを含めて各戦協でそれぞれ

議論を頂きたい、ということで、こういう対象に対して各省の施策を誘導していただければい

いのかと考えております。 

 ということで、システム基盤技術検討会については、下の赤の枠の部分についてこれから議

論をしていくことになります。 

 それで、ちなみに先ほど相田先生が御説明になりました参考資料２のところで、次世代イン

フラ協議会の方から、こんなプラットフォームを作っていこう、という御紹介がされましたが、

それは、この図で言いますと灰色の枠で凸型の絵がありますが、これがそれに対応しています。

ですから、次世代インフラの方では勝手に別のものを作っているのではなく、ここの中の一部

に次世代インフラで考えられているプラットフォームが含まれるという形で考えられているの

が実態で、ちょうどこの部分は、ＳＩＰのインフラの方で今年度追加予算をいただきましたの

で、その費用で仕様等の検討が既に先に走っています。ちょっと見ていただいて分かるのです

が、本来システム基盤技術検討会がやるところまでインフラの方でカバーしていただいている

ということで、来年度以降は赤の横の共通基盤部分と、その上に乗っかっている、いわゆるア

プリケーションに近い部分に分けて検討していくことが必要になってくるかなと思っておりま

す。 

 それでは、次めくりまして３ページです。 

 ３ページに、現在の結果を御説明しますと、まず三つぐらいのデータベースをシステム基盤

としては着手してはどうかということで、一つが地理系、二つ目が環境系、三つ目がサイバー

セキュリティ系ということでございます。 

 ここには関連組織、それからどのように使われるかという話、それから関連する戦略協議会、

それからその中に含まれているＳＩＰはどういうものがあるかということが表の形式でまとめ

られております。 
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 次４ページに行きまして、こういうデータベースを構築する際に、それを使うユーザはどの

ようなパターンがあるかということで、これも１２月のこの検討会で御説明をしていますが、

大きく分けて三つぐらい考えられるということで、データだけを提供されるパターンＢという、

いわゆるデータを売ることによって収益を得るパターン、それからパターンＣというのは、既

に共通基盤の方からデータをもらってきて新たなビジネスを始める方、それから恐らく一番多

いのがこのパターンＡということで、自分たちのデータを提供するかわりに、自分たちが持っ

ていないデータをもらってきて、更に高度化をして新たなビジネスを作っていこうという、三

つぐらいのパターンが想定されるので、こういうパターンで使われるユーザの方に対して使い

やすいようなプラットフォームをユーザ視点から作っていく必要があるというのがこの４ペー

ジの内容です。 

 続きまして５ページで、先ほど申しました三つのデータベースについて、先行的に着手すれ

ばどうかということでそれぞれ簡単に御説明をします。 

 ５ページが地理系のデータベースです。 

 それで、ここに書いているのは一例ですが、既に地理系のデータというのは各所にあります。

これらをうまくまとめ上げることによって、多くのものは既にファイルの形式でダウンロード

ができるとかそういう形になっていますので、これをコンピュータから直接呼び出して、必要

な部分だけを持ってこられるようなＡＰＩを準備し、いわゆるユーザから使いやすいような基

盤をつくっていけばどうかというのが基本的なアーキテクチャの考え方です。 

 Ｇ空間情報センターの方では一部そういう取組をこれからなされるということがうたわれて

おりますので、こういうところとも連携をしていければいいのかと考えております。 

 ６ページが、Ｇ空間情報センターの御説明資料を参考につけております。 

 次７ページが、３次元地図の参考資料です。 

 それで、８ページに行きまして、こういう地理系のデータベースを作ったときにどういうよ

うな技術課題があるかということで実務者会合にて議論をして、その課題として重たそうなも

のをここに六つ列挙しております。 

 やはり地理で一番問題になりますのは、測地系が様々ありますので、例えばどういう測地系

で測量したかによって、同じ物体が違う位置に表現されるということがあります。そこの部分

はどういうふうに担保していくかというところが一番重要だということは、上の三つ目ぐらい

までの部分で、相互変換は多分必要になると思いますが、その変換をどのようにやっていくか

ということが課題としてございます。 
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 それから四つ目ですが、これは地図、地理系の情報というのは広い場面で使われております

ので、表現がそれぞれ既に様々な表現がされているということで、例えば一例で申しますと、

市立第一小学校というのが正式名称だとしますと、市立一小というようなことを自治体の方で

は使われていて、これを単にテキストでマッチングをとると、まずそれは別のものと解釈され

ますので、このあたりの表記の揺れをどうやって吸収していくかというのが二つ目の大きな課

題かと考えています。恐らくこのあたりで人工知能が出てくる分野かなというふうに思ってお

ります。 

 それから、あと時刻ですね。これは特にインフラ等では時間方向に、例えば５０年分の、地

面のデータが移動したかという情報も必要になってきますので、そういう時刻をどうやって紐

づけていくかということも課題としてあります。 

 それから、特に地図の場合は不動産等にも直接関係しますので、いわゆる信頼性をどうやっ

て担保していくかというあたりも重要な課題かということが抽出されました。 

 続きまして、９ページに行きまして環境系です。 

 環境系につきましては、ここに気象庁が代表例として挙がっていますが、その他国環研、文

科省のＤＩＡＳ等、このような気象、それから環境に関するデータが既に公開されております

ので、これにつきましても、アプリケーションのプログラムからＡＰＩという形で呼び出すこ

とによって使えるようなアーキテクチャをここでも採用すればどうかという議論がされており

ます。 

 １０ページが、先ほどの参考資料として、環境ワーキンググループでも検討されているプラ

ットフォームの図でございます。 

 次１１ページに行きまして、環境系の技術課題につきましては、既に環境系のデータにつき

ましては、国際間でフォーマットが統一されておりますので、まずそれにのっとることが一番

の大きな課題。これは課題というよりも、こういう指標で作らないといけないという制約条件

になるかと思います。 

 それから、環境データは最終的には地形図等の地図の上に張り付ける必要がありますので、

いわゆるデータの変換、測地系を含めてできることが重要になります。 

 それから、その他、ここでも表記の揺れがかなりあるということで、これを逐一人間が手で

修正するのはかなり困難ということで、ここにつきましても表記の揺れを解消するような人工

知能のようなものが必要になる。 

 それから、地図と同じく時刻ですね、こういうものも正確に紐づけないといけないというの
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が課題として挙げられました。 

 それから三つ目ですが、サイバーセキュリティのデータベースですが、今はＩＣＴのＩＳＡ

Ｃですとか金融のＩＳＡＣですとか、ドメインごとにサイバーセキュリティのインシデントを

共有する仕組みができていますので、これにつきましては、これら領域を超えて共有するよう

な仕組みをデータベースとして作ればどうかということを考えておりますが、この部分につき

ましては後藤先生おられるので、少しコメントをこの場で頂ければと思います。 

○後藤ＰＤ ありがとうございます。内閣府ＳＩＰで重要インフラ等におけるサイバーセキュ

リティの確保を担当しております後藤でございます。 

 今、田中副座長から御紹介いただいたサイバーセキュリティ系のデータベースについて、私

の見方を御紹介したいと思います。まず、サイバーセキュリティは最初にありましたように、

共通の機能としてデータベースにとって必須なのですが、データベースの役割自体がサイバー

セキュリティにも役立つという両面があります。 

 特に被害防止とか対策の上で大事なのですが、現状はデータを収集する、蓄積する、共有す

る、活用すると考えた場合に、脆弱性情報とかインシデント情報、非常に機微な情報に関して

は、今、ＩＰＡ（Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ‐ｔｅｃｈｎｏｋｏｇｙ Ｐｒｏｍｏｔｉｏｎ Ａ

ｇｅｎｃｙ）やＪＰＣＥＲＴ（Ｊａｐａｎ Ｃｏｍｐｕｔｅｒ Ｅｍｅｒｇｅｎｃｙ Ｒｅｓ

ｐｏｎｓｅ Ｔｅａｍ）にて収集・蓄積を担っている。 

 それから、業界の中でいかに共有して活用するかというところは、今、ＩＣＴ－ＩＳＡＣと

か金融ＩＳＡＣが担っていまして、このあたりで全体がうまく連携してデータベースという形

で共有できれば非常に素晴らしいと思っております。 

 １４ページに課題を出していただいていますが正にこのとおりだと思っております。 

 セキュリティに関する脆弱性情報とかインシデント情報のデータの場合は、いわゆる公開し

て関係者で共有するというシンプルな枠組みではなく、非常に機微な情報というか、絶対アタ

ッカー側（がわ）には渡してはならないという情報も多いものでございますので、それをしっ

かり守る。守りながら共有するという、非常に難しい課題がございます。 

 特に組織にとって非常に機微な、自分が被害に遭ったという情報もあり、匿名化が必要な情

報もありますし、同時に、そのデータが信頼できる、虚偽の情報ではないという信頼性も大事

でございます。 

 また、２番目は、全て、データを共有する場合に共通かもしれませんが、いろいろな組織で

共有する中で、いわゆるデータの元ですね、氏素性、これがしっかり確認できるような仕組み
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も非常に大事でございます。 

 また三つ目、相互信頼をいかに構築するかも重要です。これら三つの課題に関しては、セキ

ュリティに関するデータベースとしては特に重要な課題かと思っております。 

 四つ目のデータのフォーマットの問題、これは先ほども他のデータベースでも同じような課

題があるということでしたが、セキュリティに関しましては、少しずつ標準化が進んでおり、

ＳＩＰの研究開発の中でも、この標準化に合わせて共有の道具立てを作る取組を進めていると

ころでございます。 

 そういう意味で、５番目の表記の揺れとかデータの時刻等についても同様でございます。 

 そういう意味で、技術課題は正にこのとおりだと思いますので、これがしっかり作られるよ

うな戦略が重要かと思っております。 

 以上でございます。 

○田中副座長 ありがとうございました。 

 それでは、最後の１５ページに行きたいと思いますが、今後の予定ですが、システム基盤の

実務者会合としましては、最終的に総合戦略２０１７に対してどういうような共通データベー

スを準備すればいいかということを結論としてまとめていきたいと思っておりますが、具体的

に何を作るかということに合わせ、実際にそういう研究開発ですね、そのプロトタイプを作る

ための仕組みも必要だなということがこの１５ページの内容になってございます。 

 ２８年度今年度につきましては、ＳＩＰの追加予算の中で、３次元地図のプラットフォーム

は個別のＳＩＰが担当して予算をもらって、既に試用の検討を下期から始めておりますので、

２９年度につきましては、冒頭申しましたように、本来、プラットフォームとして赤い枠で囲

まれた部分ですね、複数のアプリケーションで使える部分をしっかりと作っていく。ここの１

５ページの図で言うと、この赤の枠で囲まれた部分です。これをＳＩＰのテーマと連携してや

っていくような、いわゆる実働部隊が必要かと考えております。 

 スケジュールにつきましてはまだ大雑把な状況ですが、試用の検討等を始め、でき得れば来

年度の末当たりにはプロトタイプまで持っていけないかなと考えておりますので、予算措置、

それからこれをどういう体制でやっていくかということは今後検討していく必要があるかなと

思いますが、体制につきましては、システム基盤技術検討会の中でやるのかどうかというのも

あり、恐らくＣＳＴＩの中で議論いただければいいのかなと思っています。 

 ２ページに戻っていただきまして、実はこれ、インフラのサブＰＤと次世代インフラの構成

員も務めている関係で申し上げますが、今例として、縦に四つのＳＩＰが並んでいて、そこに
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それぞれＰＤがおられます。赤の横方向のデータベースは、それぞれ全てに共通しているとい

うことで、これはいわゆるマトリックスの体制になっているので、縦と横の連携をとり難いと

いうのが一般に言われていることで、残念ながら、今の赤の横方向の取りまとめをするリーダ

ーというか組織が今はまだないということで、今、藤野ＰＤが年度の追加予算ということで横

方向のリーダーも務められていますが、この部分につきましてどういうような組織体制でやっ

ていくのがいいかというのは、多分これはＳＩＰを担当されているＣＳＴＩの方で研究開発の

体制をうまく回すための仕組みづくりというか考えていただく必要があると思っています。直

接データベースそのものの内容には関係ないですが、やはりどうやってものを作っていくかと

いう体制は議論というか、一つ課題としてあるのかと思いましたので、最後にコメントをさせ

ていただきました。 

 以上です。 

○相田座長 ありがとうございました。 

 最後の点について、久間議員の方から何かございますか。 

○久間議員 横串を通し推進するリーダーは必要です。インフラ分野のリーダーがいいのか、

自動走行のように喫緊の課題に取り組まれているリーダーがいいのか、今後検討したいと考え

ています。 

○相田座長 それでは、ただいま御紹介いただきました内容につきまして御質問、御意見ござ

いましたら、どこからでも結構ですので、お願いしたいと思いますが、いかがでございましょ

うか。 

○西構成員 １点質問と一つコメントがあるのですけど、先に質問の方から。 

 地理系のところの６ページのＧ空間情報センターのところを見ると、ｉ－Ｃｏｎｓｔｒｕｃ

ｔｉｏｎとカープローブデータが、自動運転に向けての話とインフラ維持管理の話と両方に使

われるイメージが示されています。分からなかったのは、ｉ－Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎは必

ずしもインフラの維持管理だけではなくて、建物を最初に造っていくところからが含まれてい

るという点です。２ページの絵で見たときには、ｉ－Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎはインフラの

維持管理部分に一緒に区分されているという理解でいいのでしょうか、それとも、やはりｉ－

Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎみたいなものはまた別の独立した縦の軸になるのでしょうか、とい

うのが一つの質問です。 

 それともう一つ、コメントは、実務者会合でいろいろ検討を積まれて非常に感謝しますが、

今回のとりまとめは目的に近い方から取りまとめられたので、人・物位置情報とか、それから
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映像みたいな、目的別というよりも、汎用的な基盤ですよね、いろいろな目的に使えますよと

いうデータベースの話が消えています。他方で、自動運転にしてもインフラ維持管理にしても、

目的別のデータベースを作るときに用いるデータとしては、映像や位置情報データ等も使うこ

とになると理解しています。 

 そのときに、データ流通を行おうとすると、目的に応じてプライバシーを除去するとかそう

いったことをしないと、現実にはデータの流通ができないという制約があります。要は、国と

か官民が技術開発として頑張っていかなければいけないという事項の話としては、データの利

用目的において、適切にプライバシーを除去する技術、その辺はまだまだ足りていないと思っ

ているので、そういったところは技術開発項目としてはよく御認識いただけた方がいいかなと

思いました、というのがコメントです。 

○相田座長 ありがとうございました。 

 質問の方について、国土交通省の方から、Ｇ空間情報センターの位置づけのあたりにつきま

して何かコメントいただけますでしょうか。 

○国土交通省（高嶺室長） 国土交通省でございます。 

 今御質問がございましたＧ空間情報センター、特にｉ－Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎの関係、

維持管理ですが、今、維持管理は既にできているものに対して対象にやっていますので、別の

ように見えますけれども、ｉ－Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎの精神というのは、まずつくるとこ

ろから３次元データで取得し、それを維持管理するところまでつなげていくので、全体とすれ

ばそこはつながることになります。今は、今あるものとこれから作るものを同時に始めている

ので別のように見えますけど、そこは将来的にはつながっていくものと思っております。 

○事務局（布施田） 事務局でございます。 

 今回のこのデータベースの連携の検討を進めるに当たりましては、本当に関係各省の御協力

を頂いてございます。 

 この５ページですとか環境の絵を描くに当たりましても、Ｇ空間情報センター、国交省を初

め文科省、気象庁さんもそうでございますが、いろいろ訪問させていただいて、いろいろと打

ち合わせさせていただきました。実際、各所で非常に立派なデータベースがそろっていますし、

立派なデータベースを作っていこうという動きがございます。 

 正しく今回、今御指摘のありましたＧ空間情報センターは、地理に関連するデータを基本的

に全て統合していく。行く行くはＡＰＩのようなものも用意して皆さんに使えるようにしてい

くというふうに非常に大きな構想を持って取り組まれている作業だと思ってございます。です
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ので、内閣府としてもこういう動きはサポートしていきたいと考えてございます。 

 また、頂いた御意見の中の目的別データベースになっていて、個別の情報につきましてとい

うことなのですけれども、御指摘は、この資料の中の３ページのところだと思います。この３

ページ、データベースの構築について地理系、環境、サイバー、これは例示として今後のもの

として、可能性として材料とか医療とかございますが、この中に横串的に情報の種類として画

像系の情報もある、また人・物位置の情報もあるということだと思います。 

 ホチキスどめで隠れてしまっていますが、実は※として画像系のデータベースについてもコ

メントも書いてございます。やはり画像の情報については、画像に特化した配慮すべき事項が

あるのかと思いますし、人の位置の情報についても、その情報について配慮すべきことがある

のかと思います。そういうものにも考慮しながら、この目的別データベースを作っていくと考

えてございます。 

 これは前回会合でも御指摘いただいた点でございますので、今後まとめていくときには、そ

れが抜けないように書き込んでいきたいと思います。 

○相田座長 よろしいでしょうか。 

○西構成員 はい。 

○相田座長 ほかにいかがでしょうか。 

○佐藤構成員 ＮＴＴの佐藤です。 

 田中先生の御説明を聞いて、結構いいところまで来ているのですけれど、やはり難しいなと

思っているのが、最後のところです。ＳＩＰの取組を活用して要求条件を明確にする、という

部分ですが、各ＳＩＰで他のＳＩＰを使った目的というのを何か提案していただくことはでき

ないですか。このＳＩＰでは、隣のＳＩＰを使ってこれをやりますと、何かそういう御提案を

一つ一つしていただけないかと。私どもＮＴＴもそうなのですけど、共通なところは是非作り

たいという、全体として、皆さん異論は唱えないのですけど、一つ一つのデータを見にいくと

出せないということに大体なるので、ゴールを決めるしかないかなと思うのです。例えば２ペ

ージで見ていると、これはすごくよくできた絵だなと思うので、自動走行のＳＩＰの方で、隣

のデータを使ってやることは、こんなことをやれないかなと思います。１個大きな目標を立て

てもらってそれでやっていく方向でないと、下からこれは共通になりませんかというのを言っ

ていくと、多分届かないのではないかなというふうに思っています。非常に賛同するのですけ

ど、各ＳＩＰ側（がわ）をもしドライビングフォースに使うのであれば、そこの部分を各ＰＤ

の方に御相談して、是非隣のデータを使う目標を立ててくれというのは可能ですかねというの
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が、これは御質問と乱暴な提案です。 

○田中副座長 ありがとうございます。正におっしゃるとおりで、いわゆる縦割りになってい

るので、なかなか隣のデータは使いにくいという状況になっています。 

 今、実際に３次元というか地理系データにつきましては、先ほど申し上げましたように、藤

野ＰＤがリーダーになって、今年度の追加予算でやっていますが、その際に、自動走行と横の

防災・減災の方からも会議には出ていただいております。 

 その中で幾つか例はありますが、例えば防災・減災で通れない道路の地図というのが発災後

に出てきます。それを自動走行の方に取り込むと、そこに対してはこういう車が走らないよう

なルーティングをするという、そんな使い方もありますし、逆に、車の方からプローブ情報を

もらうと、今どこに車が走っているので、恐らくここは通れない道路だということを、逆に防

災・減災の方でも使って、いわゆるロジスティックスですね、復旧物資のロジスティックスの

ところに使おうということもできるのではないかということで、幾つかそういうユースケース

のようなものを今議論していただいています。 

 それを見ながら、そういうデータを相互に受渡しができるような共通基盤のアーキテクチャ

といいますか要件を実際にコールした上で今設計をしているという状況です。ただ、いわゆる

ものすごく密に連携してやるところまではまだいっていませんので、御指摘のように、もう少

し議論を深めながら、例えば、あそこのあのデータは自分たちのところに役に立つよなと意識

を持って考えていただくように方向づけをしていくというのが、多分ここの横方向のリーダー

の仕事かなと思っています。 

○相田座長 よろしいでしょうか。 

 では、島田構成員。 

○島田構成員 質問があります。データをほかの目的、ほかの用途に利用するという話に関し

てなのですが、これらのデータが絶対座標でマッピングをされる。緯度、経度、高さ、それか

ら時刻、主に４次元が中心と思いますけど、そのときの粒度というか精細度、これが目的によ

って要求は違うのではないかと思っていまして、それをどのように話し合ったのか経緯を教え

ていただきたいと思います。目的によっては、絶対座標制度よりも総体的な精細度を要求する

ような用途もあるかもしれませんし、様々だろうと思うので、従来目的を決めて集めていたデ

ータだと思うのですけど、それを違う用途にするときの座標の精細度についてどんな議論をし

たか教えてください。 

○田中副座長 座標につきましては、基本的には絶対位置ですね。恐らく今は測地系で標準的



- 17 - 

な出し方、ＷＧＳ－８４だったと思いますが、あれの上で書こうとしており、それに時刻を紐

づけていくという観点で考えております。 

 それで、実は仕様の検討を１２月ぐらいから実際に採択されたチームが今やっていまして、

具体的にどういう表現形式でつくっていくのかということと、それから総体的に位置をはかる

にしても、あるところに原点を置かないといけませんので、その原点をどこに持っていくかと

いうあたりも含めて、今検討中というところが正直なところです。 

 このままいきますと、５月のあたりぐらいにはその仕様が一通りまとまってきますので、多

分そこのところで今、島田さんがおっしゃったことをできているかということを検証するとい

うことで進めさせていただきたいと思います。 

 地理に関しては同じ物体をはかっても、位置がまず元々ずれている。データそのものの原点

がまず合っていないとか、間違って測量されているというか、そこには誤差が必ず乗ってきま

すので、完全にはぴたって重ならないものをどうするかということで、地理系に関してはそこ

の部分が最大の課題だということは全員が認識していますので、そういうものも含めて、どう

やって最終的に共通基盤を実現していくかということは検討していきたいと思います。 

○島田構成員 ありがとうございました。 

○久間議員 前にも言いましたが、システム基盤技術検討会では教科書を作るわけではなく、

どう具体化していくかの検討が重要です。 

 ２ページの図の、藤野ＰＤが所掌するＳＩＰインフラ維持管理・更新・マネジメント技術で

全体を束ねていくことを否定するわけではありませんが、ＳＩＰ全般を見ていて、この四つの

中ではインフラ維持管理が最も個別のコンポーネント開発のみをやっているように感じます。

まだまだシステム的な検討が不足しています。 

 一方、自動走行システムやレジリエントな防災・減災機能の強化といったプログラムはかな

りシステム的な検討がされています。そうなると、インフラ維持管理のデータベースの基盤が、

防災・減災や自動走行で整備したデータベースの基盤に適応できない可能性があります。そう

ならないように、インフラ維持管理で検討しているデータベース基盤の中間成果を、常に他の

プログラムに共有するように進めていただきたいと思います。 

○相田座長 関連して私からのコメントであります。 

 ８ページの部分だと思いますが、やはりこのデータはどういう方法で取得したものであって、

それによってどれくらいの誤差が中に含まれているということはしっかりデータに記録してい

ただいて、それで、今度はＡＰＩでデータを取ってくるときに、その目的に応じて、精度のい
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いデータだけ欲しいとか、とにかくこの程度の範囲のデータまでは欲しいとか、何かそこら辺

が、最終的にはまたこれもＡＩになるのでしょうかね、取れるデータの範囲ですとかそういう

ようなものが選択できるようにしておかないと、例えばＧＰＳで位置確定した地図と、その昔

巻き尺で測定した地図とを突き合わせてというのは、どうしても無理な部分があると思います

ので、そこら辺、目的に応じて後からデータを扱えるようにすることを考慮する必要があるの

かと思いました。 

 ほかにいかがでしょうか。 

○矢川構成員 日立の矢川です。 

 私、この地理系とか環境系、それからサイバーセキュリティでデータベースをしっかり作っ

ていくということに関しては賛成です。 

 ただ、やはりＳＩＰで作られる際には、例えばＡＰＩを公開するとか、あるいはさっき相田

先生がおっしゃったように、使い方のポリシーを公開するとか、是非そういったルールという

か活用に向けた施策も一緒にやっていただくと、民間としても使いやすくなっていくかと思っ

ています。やはり基盤を作っても、その上に乗っかるアプリケーションが活性化しないと使わ

れないことになりますので、是非使うという意味でのＡＰＩ公開とか、使い方の公開といった

ことは進めていただければと思います。 

 我々民間としては、是非そういったものを使って成功事例をどんどん作っていきたいと思い

ます。 

 二つ目ですけれども、課題を挙げていただきまして、ここのグループで議論していくという

ところはだんだん明確になってきたかと思います。ただ、やはり前回も議論したように、使う

側（がわ）と提供する側（がわ）のモチベーションというか、そこが課題として挙がっていな

いかと思っています。例えば課金とかそういった仕掛けとかも課題としては取り上げるべきか

と思います。 

 以上です。 

○相田座長 何かコメントございますか。 

○田中副座長 どうもありがとうございます。ユーザがどういうふうに活用していくかという

方向からも検討、今どちらかというと、データベースをどう作るかということがメーンになっ

ていると思いますが、３月末に向けてのそういうユーザの視点からもコメントを入れたいと思

います。 

 それから、課金をどうするかという部分については、民間企業が作るデータベースですと、
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多分費用を頂戴するということになると思うのですが、国のデータベースなので、そこの部分

をＣＳＴＩの中で議論すべきなのか、そこはあるとは思いますが、そういうことも念頭に入れ

て、最低ランニングコストだけは頂くとか多分そういう考え方はあり得ると思いますので、そ

こにつきましても最終回に向けて検討項目として入れたいと思います。ありがとうございまし

た。 

○矢川構成員 例えば仮想通貨的にやっていくとかそういう概念もあるかなと思います。 

○相田座長 ほかにいかがでございましょうか。 

○佐々木構成員 全体的に各省庁で有効なデータベースがかなり準備されているという説明が

ありましたが、まず、現在の状況の中で使えるものがどうなっているかということと、制約条

件について何かありますか。勝手に使っていいのでしょうか。それから、契約上何か縛りはあ

りますか。あるいは変換して新しいデータになったときの２次データの考え方というのはフリ

ーでいいのでしょうかということを、まず現在の各省庁さんの持っているデータベースにおい

て知りたいことです。それによって、今度それをシステム基盤として有効な活用ができる、Ａ

ＰＩ化でアクセスできるということですが、データ使い方と契約の仕方、何かレギュレーショ

ンがあるのかどうか、そのあたりを検討しておきたい。２次データベースが、オリジナルのデ

ータベースは使うものの、別な意味にすることができるようになりますので、何か制約条件を

設けるかどうかを確認しておきたい。それによっては、４ページ目のパターンＡ、Ｂ、Ｃの使

い方というのが変わってくる気もいたします。要は、オリジナルの右側（がわ）の論理的なデ

ータベース等はあるのですが、それを変換したり、あるいはまた売買したり、あるいは使う側

（がわ）としても２次データを使う側（がわ）もあるでしょうし、そういう関係性が出てくる

と思いますので、この際少し確認しておきたいと思います。 

○相田座長 これは何かございますか。 

 事務局の方から何かコメント頂けますか。 

○事務局（布施田） 先ほど事務局から少し申し上げましたが、御指摘のとおり、各省庁、ま

た研究所が用意しているデータベース、本当に充実しつつあると思っております。気象関係も

そうですし、局地の自然状況の情報もそうですし、地球環境も全部集まってきておりますし、

地理に絡んできているものもあります。そういうデータベースの一覧性につきましては、この

会合のちょうど１年ぐらい前の会合でＩＴ室の方からも御紹介いただきましたけれども、一応

どういうところにどういうデータベースがあるかという、一覧性のあるポータルサイトなどは

国の方で用意してございます。それを更に利用していただけるような状況に今後はしていく必
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要があるのかなと思っておりますので、そういう指摘も今後の検討の中、３月取りまとめの中

には少しずつ入れていきたいと思います。 

 以上です。 

○相田座長 よろしいでしょうか。その問題は重々承知しつつ、とりあえずは余りそこら辺が

問題にならないような公のデータから先行して扱うということでしょうか。 

○事務局（日高） 事務局でございます。 

 私が幾つかのデータベースの利用者として試した経験から、研究所などのデータベースをお

持ちの所掌の組織それぞれにデータの利用条件というのは異なっていますが、一例としまして

は、私の職場ですとかメールアドレスを登録すると使えるアカウント情報が私のメールアドレ

スに飛んできて使えます。一応そこには利用規約みたいなものがあって、同意したものとみな

して使っていくというのが一般的に多いケースかなと感じてございます。 

○相田座長 よろしいでしょうか。 

○田中（克）構成員 資料３の１０ページですが、この地球環境情報プラットフォームが担う

範囲（サイバー空間）、アプリケーションサービスまでの階層で書かれておりますが、拝見し

ますと、やはり一番複雑な状況になるのは情報提供サービスというところで、ここには官と民

が混在するという状況がもう生まれていると思うのですが、この中で官と民の役割分担を作っ

ていくのかどうかというのが、ある意味規制にもつながっていきますし、そういった考え、ど

ういう整理をつけていったらいいかというのを考えていくべきなのかどうなのかというところ

をお考えがあればお聞かせいただきたいと思います。 

○相田座長 この件はどなたでしょうか。 

○事務局（布施田） 正しく御指摘の点は本当に今後考えていくべき点だと思います。環境ワ

ーキンググループの方も本当に関連するデータがどこにあるのかということで調べてこの図を

まとめていただいているところなので、環境ワーキンググループの方にも、今頂いたような問

題提起を伝えていきたいと思います。ありがとうございます。 

○相田座長 すみません、そういうことで宿題にさせてください。 

 よろしいでしょうか。 

 それでは、時間も大体予定した頃になりましたので、一旦先に進めさせていただきたいと思

います。 

 次が、今のお話とも結構関係するかと思いますけれども、官民データ活用推進基本法という

のが制定されたということで、これにつきまして内閣官房ＩＴ総合戦略室の松田企画官から御
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説明いただけるということですので、お願いいたします。 

○内閣官房（松田企画官） 内閣官房ＩＴ総合戦略室企画官の松田でございます。 

 本日はお時間頂きまして、官民データ活用推進基本法の概要につきまして御説明申し上げま

す。 

 まず、１ページを御覧ください。 

 こちらにありますとおり、昨年、秋の臨時国会で、官民データ利活用推進基本法案が、自民、

民進、公明、維新の４党の共同提案で内閣委員会に提出されまして、１２月７日に成立の後、

１２月１４日公布、同日施行されました。 

 その内容について、右側（がわ）を御覧ください。一番上に「社会課題の解決」あるいは

「ＧＤＰ６００兆円の実現」とありますが、そこへ向けて、原則ＩＴ、データ活用の推進を図

ることによりまして、データを活用した新しいビジネス、イノベーションの創出ですとかデー

タに基づく農業、医療・介護、観光、金融等々、そういった改革を通じて、これら社会課題の

解決等を目指すものでございます。 

 この背景といたしましては、３点ありまして、やはり近年スマートフォン、ＩｏＴの普及で

ビッグデータが非常に蓄積されつつある。その中で、我が国としても官民挙げてデータを積極

活用していこうと、そういった機運を盛り上げる、これが一つです。 

 また、ＡＩについても、ＡＩは投入されるデータの質・量を向上させることが重要ですので、

そういった観点からも、このデータの収集・活用が必要である。 

さらに、課題先進国ですので、このデータを活用して様々な課題解決を図っていこうというも

のでございます。 

 全般的に言って、国とか地方公共団体とかいろいろな形でデータ活用をめぐる施策ですとか

取組が行われております。民間でも行われております。こういったそれぞれの取組について法

的根拠を与えるものです。 

 おめくりください。２ページでございます。 

 ２ページが法案の概要全体でございます。 

 第１章は、基本理念等を定めた総則です。第２章に、官民データ活用推進基本計画というの

がございます。これは後ほど御説明申し上げますが、政府自身も作るのですが、都道府県ある

いは市町村にもこのデータ活用推進計画を作っていただきます。 

 さらに、第３章に基本的施策ということで、官民データ活用にかかわる様々な施策を包括的

に規定しております。この中で、国と地方公共団体を中心に、官民データ活用に係る基本的な
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施策について、必要な措置を講ずるよう義務づけております。 

 第４章に官民データ活用推進戦略会議の規定を置いております。こちらは戦略会議の規定を

置いております。この会議はＩＴ戦略本部のもとに置かれるものですが、総理が議長という形

で、この官民データ活用推進を体系的に、総合的かつ効果的に促進するための体制を整備して

いくものございます。 

 まずは、第１条の目的を御覧いただくと、今御説明したとおりですけれども、流れとしまし

ては、平成２６年にサイバーセキュリティ法が改正されて、データの保護が強化され、これに

よってデータ流通を促進される枠組みができました。 

また、平成２７年に個人情報保護法が改正されて、パーソナルデータを安全に流通させるため

の匿名加工情報といった新たな規定が設けられ、パーソナルデータの活用が促進される制度が

できました。 

今般、こうした制度化の流れを受け、データ活用を更に進めるため、原則ＩＴ、あるいは生成、

流通、共有、活用されるデータ量の飛躍的拡大を目指して、官民データ利活用推進基本法が設

けられました。 

 第２条が定義でございます。この中では、官民データについて定義をするとともに、人工知

能、いわゆる「ＡＩ関連技術」ですとか、インターネット・オブ・シングス、「ＩｏＴ活用関

連技術」、「クラウド・コンピューティングサービス関連技術」について初めて定義を置いて

いるところでございます。 

 第３条です。７ページ、８ページを御覧ください。こちらでは、この官民データ活用を推進

するに当たっての基本理念が示されております。 

 主なものを御紹介しますと、まず一つ目に、個人・法人の権利利益を保護しつつ、情報の円

滑な流通の確保を図ること、さらには、個性豊かな地域社会の形成、新事業の創出、国際競争

力の強化などに寄与すること。さらにＥＢＰＭ、エビデンス・ベースド・ポリシーメイキング

ですが、官民データ活用により得られた情報を根拠とする施策の企画立案により、効果的かつ

効率的な行政の推進に資すること、これらを旨として行わなければならないとした上で、セキ

ュリティに配慮すること。あるいはパーソナルデータも含めてデータ活用を推進すること。多

様な主体の連携を確保するため、標準化等の取組、あるいは規格の整理、互換性の確保等の基

盤を整備すること。ＡＩ、ＩｏＴ、クラウド等の先端技術の活用を促進することといったもの

が理念として上げられております。 

 次に、８条を御覧ください。１０ページです。官民データ活用推進基本計画を策定すること
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が政府に求められております。 

 この中では、活用に向けた基本的な方針ですとか、あるいは重点的に講じるべき施策等を書

くことになっております。それで、第９条、都道府県間民データ活用推進計画等を御覧くださ

い。１２ページですが、こちらでは都道府県については、この官民データ活用計画に即して、

都道府県区域におけるデータ活用の推進に関する施策の基本的な計画を定めることが義務づけ

られました。 

 また、市町村につきましても、市町村官民データ推進計画を定めるよう努めるものとされま

した。 

 第１０条を御覧ください。１５ページですけれども、ここから基本的な施策となります。本

条から第１９条まで、今後、政府あるいは地方自治体、事業者が実施すべき官民データ活用推

進のための基本的な施策が示されているところでございます。 

 第１０条は手続の原則オンライン化にかかわるものでございます。まず手続における情報通

信の技術の利用ということで、国、それから地方公共団体、独立行政法人等を含む行政機関等

に係る申請、届出、処分通知等の行政手続ですが、これをオンラインによることを原則とする

ために必要な措置を講ずることとされました。 

 また、第２項で、国は民間事業者の電子手続、オンライン手続につきましても、これを促進

するために必要な措置を講ずることとされました。 

 現状、１７ページにございますように、官－民の間の行政手続については、例えば１０万件

以上年間手続件数があるものについて、オンライン化が済んでいるものが１９４、まだオンラ

イン化されていないものが５４件、法令上できないこととされているものが６件ございます。

こういったものも含めて今後どうやっていくか、オンラインを原則とするために、どういう取

組を行うかを検討してまいります。 

 さらに、その次の１８ページを御覧いただくと、地方－民間の間の手続です。 

 こちらについても、年間手続１０万件以上のものについても、まだ法令上不可の手続が７１

件と多くなっているところでございます。こういったところについて、原則オンライン化の取

組を進めていくのが１０条でございます。 

 さらに、１１条第１項、第２項を御覧ください。ページで申し上げますと２３ページでござ

います。 

 ここは、いわゆるオープンデータあるいはオープンガバメントについて規定をしているもの

でございます。 
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 国と地方公共団体は、自らが保有するデータについて、個人及び法人の権利利益等に害する

ことがないようにしつつ、国民がインターネットを通じて容易に利用できるよう必要な措置を

講ずるものとされております。オープンデータ等について必要な措置を講ずることが、国と地

方公共団体に対して、ここで義務づけられたことになります。 

 ここに「容易に」という語の解釈で、例えば「無償」を要するのかどうか、これは今後の論

点かと思われます。 

 また、第２項で、事業者は、自らが保有する官民データであって公益の増進に資するものに

ついては、インターネットを通じて国民が容易に利用できるよう必要な措置を講ずるよう努め

るものとするとされているところでございます。 

 ２４ページに、現在取り組んでいるオープンデータの取組でございますけれども、まず、国

の方では、二次利用可能なルールを適用するということ、それから機械判読性のあるデータを

公開するということ、この２点を中心に進めておりますけれども、国の方では現在、政府標準

利用規約２．０というものを出しておりまして、各省のホームページにあるデータにつきまし

ては、これは原則的には、出典を明記すれば著作者の許可を得ずとも利用可能にするというＣ

Ｃ ＢＹという方式を既に適用しております。 

 また、機械判読性のあるデータの公開に向けて、その標準化も必要になってくるところでご

ざいます。 

 ２５ページは、全国のＡＥＤマップを官と民のデータを活用して、ＡＥＤの場所を地図上に

表記するアプリの例、あるいは、その次の２６ページは、Ｎｉｇｈｔ Ｓｔｒｅｅｔ Ａｄｖｉ

ｓｅｒと申しまして、名古屋市さんが提供された街路灯のオン・オフ情報、位置情報、これを

もとに明石高専の学生さんが、明るい道だけを通って行ける最短距離を示す、防犯に役立つ地

図アプリの開発・提供に活用した例でございます。 

 そのほかオープンデータに関しては、２７ページにあるような具体的な施策を想定している

ところでございます。 

 さらに２８ページ、第１１条第３項ですが、官民データの円滑な流通に関連する制度の見直

しということで、ここではコンテンツの円滑な流通に関連する制度を含むとしているところで

ございます。 

 具体的には、様々なデータベースが国や地方公共団体、関連の団体等から提供されておりま

すけれども、そういったものが料金を取るものもあります、また、著作権上の問題もあります。

こういったものを含めてどういった制度の見直しが考えられるか今後検討していくことになり
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ます。 

 １２条を御覧ください。１２条は、個人に関する官民データに関する施策でございます。 

 国は、個人に関する官民データの円滑な流通を促進するため、多様な主体が個人に関する官

民データを、この個人の関与のもとで適正に活用できるようにするための基盤、プラットフォ

ームの整備、その他必要な措置を講ずるものとするとされております。 

 現在、３３ページにあるようなＰＤＳ（Ｐｅｒｓｏｎａｌ Ｄａｔａ Ｓｔｏｒｅ）ですと

か、あるいは情報銀行、データ取引市場といったテーマを掲げてＩＴ戦略本部で今検討を進め

ているところでございますが、いずれにしろ、個人がしっかり関与した上で自分のデータを管

理、さらには第三者による活用、そういった取組を進めることをここで規定しているところで

ございます。 

 それから、少々飛びますけれども、１５条１項、４１ページを御覧ください。 

 ４１ページは、情報システムに係る規格の整備及び互換性の確保等としまして、まず１５条

の第１項については、国と地方公共団体について書いております。 

 国及び地方公共団体は、官民データ活用に資するため、相互に連携して、自らの情報システ

ムに係る規格の整備、互換性の確保、業務の見直しその他必要な措置を講ずるものとするとし

ております。 

 現在、全国１，７００の自治体ございますけれども、システムがばらばらである。様々な問

題がございます。効率性もない。国のシステムについても今見直しを進めて、さらに併せて業

務の改革、ＢＰＲも進めてきているところでございますが、こういった改革を国のみならず、

地方も含めて進めていこうというもので、具体的には４２ページにありますような自治体クラ

ウドといった共通プラットフォームの活用の推進等を掲げているところでございます。 

 さらに１５条２項、４４ページでございます。 

 こちらは、Society 5.0に向けたデータ共通基盤に係る検討などがこちらの場でも検討され

ていると思うのですけれども、そういったものも含めて多様な分野における横断的な官民デー

タ活用による新たなサービス開発等に資するため、国、地方公共団体、事業者の情報システム

の相互の連携を確保するための基盤、プラットフォームの整備、その他必要な措置を講ずるも

のとするということがここに明記されているところでございます。 

 この分野、各省において様々なプラットフォームが構築されて、いろいろなデータベースを

つなぐ取組が行われているかと思います。ただ、各省ばらばらにやっている感がございまして、

どこでどのデータベースを整備して、どういったプラットフォームを持っているかということ



- 26 - 

を各省間でも十分に知り得ていないという状況がございますので、正にこういった多様な分野

における横断的な官民データ活用のための基盤を整備していくことが必要ということで、ここ

で規定をされているところでございます。 

 １６条は、国はＡＩ、ＩｏＴ、クラウド関連技術、その他先端技術に関する研究開発、それ

から実証、その成果の普及を図るために必要な措置を講ずるものとされました。 

 また、１７条で人材育成、１８条で教育普及、こういったことについて必要な措置を講ずる

ことが規定されているところです。 

 基本的施策の最後でございますけれども、１９条でございます。５０ページですが、国の施

策と地方の施策の整合性の確保その他の必要な施策を講ずるということです。これは先ほど申

し上げたとおり、国の施策でも様々なデータ活用がばらばらに行われているという現状がござ

いますが、国の施策、地方公共団体の施策を統一感をもって進めるということです。 

 例えばパーソナルデータ、個人に関する情報をめぐっては、民間セクターについては個人情

報保護法、行政機関については行政機関個人情報保護法、独立行政法人については、独立行政

法人個人情報保護法、自治体立の例えば病院、県立病院等については、これは各自治体の条例

ということで、依拠すべき法規がばらばらであるということもございます。こういったことも

含めて、国の施策、地方公共団体の施策の整合性を確保するために必要な措置を講ずるよう求

められているところでございます。 

 当面は、国が作ります官民データ活用推進基本計画、それから都道府県官民データ活用推進

計画、市町村官民データ活用推進計画、こういった計画の整合性の確保に努めると共に、昨年

成立いたしました行政機関個人情報保護法で非識別加工情報といった制度でパーソナルデータ

を取り扱う方針が示されましたが、それを各自治体の条例に反映させていく、そういった取組

を想定しているところでございます。 

 最後に、官民データ活用推進戦略会議について、でございます。 

 ５４ページ、５５ページを御覧ください。 

 こちらで、この会議の議長については、内閣総理大臣とされております。さらに、議員は全

国務大臣が入ることになっております。また、議長の権限、総理の権限といたしまして、重点

分野を指定することができるとされておりまして、重点分野が指定されたときは、計画にしっ

かりと書き込むこととされております。また、必要があると認めるときは、各国務大臣等に対

して報告を求めることができ、さらに、内閣総理大臣、議長は、関係行政機関の長に対して勧

告ができることとされております。こういった枠組みができておりますので、この官民データ
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活用推進戦略会議を通じて、官民データ活用の推進を総合的かつ効果的に図っていくというこ

とでございます。 

 なお、スケジュールといたしましては、年度内に官民データ活用推進戦略会議を立ち上げる

ことを検討しているところでございまして、また、この官民データ活用推進計画については本

年５月あるいは６月ぐらいの策定を目指して今準備を進めているところでございます。 

 以上です。 

○相田座長 ありがとうございました。 

 それでは、ただいまの御説明につきまして御質問、御意見ございましたら、どこからでもお

願いしたい。 

○佐藤構成員 ２点教えてください。 

 １点目ですけれども、会社で言うと、私どもはペーパーレスなのですけど、データにしてい

くというのはありだと思います。その場合はお金と効果がどうしても最初はうまく合わないの

ですけれども、その場合はどうするのかという、その辺の考え方があれば教えてくださいとい

うのが一つです。 

 もう一つは、最後に大体のデータのＩＴ化だけを進めると、実は海外にデータが出てしまう

という懸念があります。私どももＮＴＴとして海外とのケーブルの断絶はあってはならないの

ですが地震によって起こる場合もあります。そういう場合、重要データはアクセスできなくな

ってしまうのです。国としてのＢＣＰはどうお考えでしょうか。２点教えてください。 

○内閣官房（松田企画官） まず１点目、原則ＩＴのところですけれども、ページで申し上げ

ますと、１０条１項のところ、１５ページ、１６ページを御覧いただければと思いますが、今

回、議員立法で、国は行政手続についてはオンラインが原則であることとされました。このオ

ンラインというのは、資料の作成もオンラインが原則ですし、あるいは申請、処分の通知です

ね、これもオンラインが原則だということになりました。現状どうなっているかというと、決

してそうなってはいなくて、紙や対面でという手続がかなりの部分を占めていますし、いろい

ろな法律で書面の交付だとか書面の作成ですとか書面の保存ですとか、そういった形で紙を前

提、原則にした書きぶりになっています。そのため、現状では、行政手続オンライン化法とい

う法律がございまして、様々な法律に書面と書いてあっても、省令で定めればオンラインでも

可能にしますよということにする一括法があります。これ、あくまでオンラインでも“でき

る”ですので、この新しい法律、第１０条第１項に照らすと、これでは原則になっていないと

いう問題がございます。この行政手続オンライン化法自体を見直すかどうかというのは、現在、
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総務省で検討しているところでございます。 

 それで、ご質問のお話、実際問題、費用対効果の面も含めてどうするか、ということがある

かと思います。そういう意味では、原則は電子でできるように、これは国民のことを考えても、

手続についても、あるいは文書の作成についてもデジタルということだと思いますが、例外事

項といたしまして、それは例えば、どうしても実際の現物を交付しなきゃいけないような手続、

それから費用対効果面から見て、これは年間手続件数が０件のものを電子化しても意味がない

ので、そういったものは例外として省くということが考えられます。 

 具体的に今後の取組といたしまして、原則はＩＴだけれども、では例外は何か、原則ＩＴか

らの例外は何か、その電子化原則の例外の基準ですね、その基準はこれから作成をしていくこ

とになります。 

 それから、データを我が国の中で活用を推進するのだけれども、それがどんどん海外に出て

いくのではないか、あるいはＢＣＰの問題があるのではないかということでございますけれど

も、今回そういったことも含め、国会議員間でいろいろ議論が行われまして、第３条第４項の

基本理念の中で安全性、セキュリティの確保等についても規定をされているところでございま

す。 

 今回、官民データ活用推進計画を作るに当たっては、サイバーセキュリティ本部ですとか、

あるいは総合科学技術・イノベーション会議といったところと連携・協調して計画を作るとい

うことにされておりますので、今後、ＢＣＰも含め計画の中にどう位置づけていくか連携して

検討してまいりたいと思います。 

○相田座長 よろしいでしょうか。 

 では、島田構成員。 

○島田構成員 データのフォーマットの標準化の件です。複数の自治体間でデータの互換性の

ためには、表現形式を合わせるなどの標準化活動が必要で、それを行うというふうに書いてあ

りますが、どのように行うのか教えていただければと思います。 

○内閣官房（松田企画官）  

この書式がばらばらだという問題はこれまで言われておりまして、やり方として、今までのや

り方は、例えばシステムから攻めるということで、地域情報プラットフォームというデータの

交換ができる標準様式がございますので、そういった標準様式のインターフェースを各ベンダ

ーのシステムに採用いただく。そして各自治体のシステム更改に当たってそれに切り替えてき

たという実績がございます。 
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 さらには、今、自治体クラウドという形で複数の自治体が共通のクラウド上のシステムを活

用していく、そういった取組を進めております。ただ、単にクラウドに置き換えるだけではな

くて、業務の改善をしないと、様式も含めた見直しにはつながりません。現状、自治体クラウ

ドですとか、あるいは地域情報プラットフォームといった標準化の取組は進めているのですけ

れども、そもそも地方自治で１，７００ございますので、そういった自治体ごとで慣行として

慣習でばらばらになっている申請書の書式、そういったものも含め標準化を進める必要がある

と思います。 

 今回は原則オンライン化ですとか、あるいは１５条のシステムの標準化ですとか、そういっ

た観点で書いておりますけれども、１５条の規定は、標準化に併せて業務の見直しを行うとい

う規定にもなっておりますので、この業務の見直しの中で申請書類ですとかいろいろな書類の

標準化も含めて検討がされることを期待しています。この法律は、基本法ですので、具体的な

取組は、今後策定していく官民データ活用推進計画に基づいてやっていくことになりますので、

具体的な課題を詰め、今後計画策定を進めてまいりたいと思います。 

○相田座長 よろしいでしょうか。 

 それでは、佐々木構成員。 

○佐々木構成員 先ほど私、質問させていただいた内容が大分ここに書かれているので安心し

ているのですが、やはりビッグデータになってくると有効に活用するというのもあるし、ある

いはたまり過ぎちゃっていつまで保存してくれるのだろうという心配もあります。だから、ド

キュメントの場合、何年間は保存しなければならないというガイドラインがあるのと同じよう

に、国のデータはガイドラインで大体どのぐらいを考えたらいいのかということと、そんなに

たくさん持っていてもいいのだろうかということについてどうお考えですか。 

○内閣官房（松田企画官） 国は、文書については、公文書管理法などで文書の保存期間等が

定められていて、各省ごとに定めているのですけれども、保存期間を過ぎたものについては公

文書館に移管をするという仕組みになっています。 

 今回、オンラインが原則である、原則がＩＴだということになるとすれば、こういった公文

書管理法も含め、では、デジタルのデータの管理も含めどうやっていくのか。検討課題だと思

います。今、官民データ活用推進計画を作るに当たって各省のヒアリング等を進めているとこ

ろでございますので、御指摘の点も含めて検討してまいりたいと思います。 

○相田座長 よろしいでしょうか。 

 では、髙原構成員。 
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○髙原構成員 昨年、英国ではＩｎｖｅｓｔｉｇａｔｏｒｙ Ｐｏｗｅｒｓ Ａｃｔという法

案が成立したと思うのですけれども、今回の官民データの利活用においても、ある一定の条件

が整ったときに、その開示に対して強制権を持って開示というようなことの検討は今後考えら

れておられるのでしょうか。 

○内閣官房（松田企画官） 開示というのは、オープンガバメントという趣旨ですか。 

○髙原構成員 そうです。 

○内閣官房（松田企画官） 第１１条第１項で、国と地方公共団体は、保有するデータについ

て、国民がインターネットを通じて容易に利用できるよう必要な措置をとるものとすると規定

されました。正にこれをどう解釈するかということになってくるかと思います。 

 一つには、オープンデータといった意味で、保有しているデータで個人情報保護上の問題が

ないもの等については、オープン化して、二次利用を可能にして、商業利用もオーケーにして、

更に標準化をした上で機械判読可能化をしていくという取組を進めます。 

 もう一つは、例えば２７ページに具体的な施策の例として挙げておりますけれども、この四

つ目、「国、地方公共団体が、予算や契約等に関する情報について、Ｗｅｂサイト等で公開す

ることで、国民が容易に把握することができるようになり、行政の透明性を向上。」というも

のを施策に想定しております。今後、ご指摘の海外の状況も含め、オープンガバメント系の施

策も、第１１条第１項に基づく施策として、官民データ活用推進計画の中にどれだけ盛り込ん

でいけるのか、今後計画を策定するに当たって検討してまいりたいと思います。 

○相田座長 ほかにいかがでございましょうか。 

 では、矢川構成員。 

○矢川構成員 データ立国を公表するに当たって、やはりこういった取組は非常に大事だと思

うのですけれども、成功事例を更にためていくことが大事かなと思います。そういった成功事

例を共有するとか、あるいはこういったオープンデータとかのディレクトリサービスのような

こと、そういったことを御検討されていますでしょうか。 

○内閣官房（松田企画官） 現在、オープンデータの取組については、オープンデータ１００

という形でベストプラクティスを収集する作業を、ＩＴ戦略本部の方で今行っているところで

ございます。で、公開を始めたというところでございます。 

 なかなかデータ活用については、我々ＩＴ総合戦略室の方でいろいろな検討会議を開いてヒ

アリングをしてきているのですけれども、どうしても企業であればその企業の中でデータ活用

が閉じてしまうというところがございます。一方で、新しいベンチャーですとか若い方々は、
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いろいろな企業や個人からデータをもらって、そのデータをもとに新たなビジネスを作ってい

きたいというニーズがあります。データを既に持っている企業と持っていない企業とで、かな

りギャップがあって、データ活用が進んでいないという問題があります。 

 また、国もそうなのですけれども、国や自治体も本当はオープンデータにしなきゃいけない

けれども、なかなかそこのインセンティブがわいていないという現状がございます。 

ですので、オープンデータ１００というのは、そのデータを活用して地域課題ですとか社会課

題ですとか、あるいはビジネスですとか、こういった形で役に立ったよと、すごく参考になる

ようなものを収集する作業を進めておりまして、さらに、オープンデータ伝道師を派遣して、

各自治体ですとか地域にオープンデータがいかに地域を盛り上げていくか、課題解決していく

かということを正に伝道しているという状況にございまして、こういった取組を、この官民デ

ータ活用推進法が制定され施行されたことを契機に更に強力に進めてまいりたいと思っており

ます。 

○矢川構成員 ありがとうございます。是非１００と言わず１，０００とか１万とか成功事例

を広げていっていただければというふうに思います。 

○相田座長 ほかにいかがでございましょうか。 

○西構成員 こういう施策を進められると、９９％以上は、本当に社会課題を解決するためや、

社会価値増大のために使われて、日本の国益のためになると思いますが、やはりごく一部のと

ころで悪い目的で使われてしまう。悪い目的というのも、法律上は正しいかもしれないけど、

社会的に見るとバッシングに合うような使い方みたいなのはやはりゼロではないと思います。 

 そのときに心配なのは、どうしても日本は傾向として、やった人だけでなくて、データを提

供した人まで責められるような構図になる。そこにリスクを感じると、官にしても民にしても、

皆さんデータを出すことに対して、まさかのリスクを考えてすごく慎重に構えるということが

起こり得ると思うので、データ提供者は罰せられなくて、悪用した側が悪いといったように取

り扱われるような配慮はどこかでなされるのでしょうか。 

○内閣官房（松田企画官） 正にデータ活用の話を企業さんからヒアリングをしていくと、結

局、炎上が怖いという話があります。制度上、いろいろな法制度ですね、今回例えば１１条の

３項で、官民データの円滑な流通に関連する制度を見直していくということで様々な制度を見

直したとしても、結局制度的には問題ない、違法ではないけれども、道義的には問題ではない

かということで責められることがあると思いますので、そこら辺をどうやってハードルを下げ

ていくか、炎上対策をやっていくかということが大事だと思ういます。今回パーソナルデータ
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については、１２条において個人の関与をしっかりとっていく、個人の同意をしっかり取って

いくという仕組みでデータを活用することができないかという施策を今検討しているところで

ございます。 

 自分のデータがいろいろな検索系企業ですとか、あるいはショッピングモールですとか、そ

ういった事業者にいろいろ取られていますが、それがその後どうやって活用されているか分か

らないということがございます。ただ、それがしっかりトレーサビリティを持って活用の状況

が個人からも確認できるということで、あるいは個人に対しては何らかのポイントですとかメ

リットが還元されるということであれば、そこは個人がしっかりコントロールした上でのデー

タ流通ですので、データを出す側（がわ）にも、あるいはデータを活用する側（がわ）にもそ

ういった炎上リスクとかそういったものを下げられるのではないかと思われます。 

 いずれにしろデータ活用についての効用、メリットを可視化して、それを国民に普及してい

く作業も必要かなと思いまして、そういう意味では今回、法律の中でも第１８条において、し

っかりデータ活用の啓発、普及をしろという条文が規定されておりますので、これからデータ

活用についてのメリットを普及する取組も進めてまいりたいと思います。 

○相田座長 ほかにいかがでございましょうか。 

○田中（克）構成員 ３５ページからのところでお伺いしたいのですが、私、基本的にマイナ

ンバーというのは人に教えても大丈夫という形にすることが、もっと活用されることだろうと

いうふうに認識をしておりまして、そういう点から質問したいのですが、第１３条では、個人

番号カードの普及という物の普及になっております。ここに書かれている記載が全てカードに

関するもので、要するに、物の普及ですとか、物の活用という表現をあえてとられている理由

は何かあるのでしょうか。 

○内閣官房（松田企画官） 第１３条は、あくまでマイナンバーカードの活用と普及の計画の

策定等が規定されているものでございます。 

 御承知のとおり、マイナンバーそのものについては法律で税・社会保障関係のみについて利

用するという形になっております。一方、マイナンバーカードは、そのカードの中にある公的

個人認証の仕組みがございますので、これを活用して、いろいろなカードを統合する形ができ

ます。健康保険証にもなりますし、将来的には自動車運転免許証にもなるでしょう。 

 マイナンバーとマイナンバーカードを分けて整理をした上で、まずその活用の拡大を図って

いくものは、これは個人番号カードの中にある、マイナンバーカードの中にある公的個人認証

の仕組み、これをもっと普及していこうということでございます。こちらについては特段法律
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改正は必要なく、この公的個人認証の仕組みを活用すること可能ですので、まずはこれを推進

していこうという趣旨で、マイナンバーではなくマイナンバーカードの活用、普及が書かれた

ものと思われます。 

○相田座長 ほかにいかがでございましょうか。 

 では、私から１点。私、寡聞にしてこんな法律ができたというのを、この打合せで伺うまで

全然知らなかったのですけれども、これはとにかくマスコミがニュース価値はないと思ってい

るのか、それともまだ基本法だから、まだ今の段階ではニュースにならないと思っているので

しょうか。何かそこら辺、お聞きしても分からないかもしれませんが、印象をお持ちでしたら

お伺いしたいのですが。 

○内閣官房（松田企画官） もちろんマスコミでも取り上げられたりしていますし、新聞記事

にも出てはいます。また、昨日、未来投資会議が官邸で開催されましたけれども、そちらの場

でも総理から、多様なビッグデータを共通の仕組みで分野横断的に活用できるようにするため、

ＩＴ戦略本部に司令塔機能を年度内に立ち上げよという指示が出ております。また、総理から

は、昨年末の未来投資会議においても、公共のインフラですとかデータについて徹底的に開放

し活用しろという指示が出ておりまして、これらの総理指示は、官民データ活用推進基本法の

成立があったことを受けて、この総理の発言につながったということでございますので、政府

としては、この官民データ活用推進基本法が今施行されておりますので、これを契機にデータ

活用の機運、取組をしっかり進めていきたいと思っております。ご指摘のように、今後マスコ

ミとかそういったところへの周知も含め、検討してまいりたいと思います。 

○相田座長 ほかにいかがでございましょうか。よろしいでしょうか。 

 それでは、次の議題に移りたいと思います。 

 議題（５）といたしまして、人工知能技術戦略会議の取組ということで、この検討会では

Society 5.0の実現を支える基盤技術についても検討対象としているわけですけれども、その

重要な基盤技術である人工知能技術について、安倍総理の指示のもとで産学官の英知を集めて

設置された人工知能技術戦略会議において、研究開発目標と産業化のロードマップの策定作業

が進められているということで、本日はこの会議の事務局の一つでございます経済産業省の方

から御説明いただけるということでございますので、お願いしたいと思います。 

○経済産業省（植木企画官） 経済産業省研究開発課で企画官をしております植木と申します。 

 今、座長から御紹介があったとおりでございますが、昨年４月の官民対話におきまして、総

理から、人工知能の研究開発目標と産業化のロードマップを策定すべきという御指示を頂きま
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して総務省、文科省、経産省の３省が連携をして人工知能技術戦略会議を立ち上げております。 

 その委員は、座長に日本学術振興会の安西理事長、顧問に久間議員についていただき、また

産業界からトヨタの内山田会長、ＫＤＤＩの小野寺会長、また学界からも東大の五神総長、阪

大の西尾総長、それから３省の関係機関が入りまして、検討を進めてきたところでございます。 

 １月１６日に開催されました人工知能技術戦略会議におきまして、この中間まとめについて

議論いただきまして了解をいただきましたので、その内容について本日は御紹介させていだた

きます。 

 総理からの指示では、今年度中に産業化のロードマップをまとめるという御指示でございま

して、今、最終的な取りまとめに向けまして、作業を進めているところです。最終的な取りま

とめでは、今日御紹介するパワーポイントのほかに文章化したものですとか、あとこのロード

マップに対応した３省の研究機関の連携した研究開発目標も定めまして、それをまとめた形で

３月中旬に開催される予定の人工知能技術戦略会議にお諮りしたいと考えているところでござ

います。 

 それでは、ページをおめくりいただきまして、１ページ目以降、産業化のロードマップの御

説明になります。 

 産業化のロードマップでございますが、まずロードマップに関するタスクフォースを設置し

まして、その委員にはＮＥＣの江村ＣＴＯ、またヤフーの安宅ＣＳＯについていただいたので

ございますけど、その中で検討してきたところでございます。 

 最初の段階では、対象とする産業分野の短期、中期、長期の個別の目標について考えていた

のでございますが、そうするとばらばらなロードマップになってしまうということで、共通す

る考え方をまず整理すべきだということを座長から御指示いただきまして、まず共通する考え

方について整理したものが最初の方にございます。 

 短・中・長期って、もともと短期は２０２０年まで、中期は２０３０年までという年限で考

えてはいましたが、ただ、自動車分野にありますように、自動走行がどんどん前倒しになって

きたり、また健康医療分野ですと、まず個人情報の問題があって、データが活用できるかどう

かが課題であったりしますので、時期で区切るというよりは、フェーズの考え方を整理してい

くべきではないかということで、このような整理をしているところでございます。 

 フェーズ１、フェーズ２、フェーズ３と書いてございます。 

ＡＩの活用は、ＡＩの技術とデータの組合せでサービスが、ＡＩ ａｓ ａ Ｓｅｒｖｉｃｅと

書いてありますけど、サービスが生まれてくるというふうに考えているのでございます。例え
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ば画像認識のようなものが防犯だとかに活用されているという、そういう個別の産業に個別の

ＡＩ技術が活用されるというのがフェーズ１だというふうに考えております。 

 フェーズ２になりますと、複数のＡＩ技術を活用して、データとしてもマルチモーダルない

ろいろなデータを組み合わせて、複数の産業にまたがるような活用が進んでいくと整理がされ

ております。 

 最終的なフェーズ３としては、それらが全て融合されて、人間のようなまではいかないとい

うことなのですけど、複合的な用途に活用できるようなＡＩサービスが生まれてくるという整

理をしているところでございます。 

 ２ページ目でございますけど、１ページ目は産業ごとの広がりを示していたのですが、産業

ごとという軸でだけはなくて、いろいろな軸でＡＩの活用が広がっていくはずという御指摘も

頂きましてこのような整理をしております。 

 地理的に地域から国、海外に広がっていくですとか、またネットの世界からリアルな世界に

広がっていくですとか、所有からシェアに広がっていくとか、いろいろな軸で広がっていくで

しょう。ただ、いろいろな軸が今の中で全て想定できませんので、いろいろな軸があるという

表現をしているところでございます。 

 続きまして３ページ目でございますけど、産業ごとの整理をする前に、共通基盤的な技術の

発展というのがあるという御指摘もありまして、主な技術の共通基盤的な技術の整理をしてい

るところでございます。 

 例えば、一番下にあります半導体アーキテクチャですと、ムーアの法則に基づいて微細化が

進んできているわけですが、微細化も限界に近づいてきていて、現在では高集積化による技術

開発が広がってきているのでございますけど、さらにＡＩに特化したようなニューロモーフィ

ックみたいな新しいアーキテクチャも出てくるでしょう。それらが段階的に発展していくので

すが、全て切り替わるというよりは、並行してそれらが活用されていくだろうという整理をし

ているところでございます。 

 また、真ん中の情報処理に関しては、米国のＩＴ企業を中心にネット上のクラウド活用によ

るＡＩサービスというのが広がってきておりますけど、これからリアルな世界に入っていく上

で、エッジ側（がわ）にＡＩ技術の活用が広がってくるだろうということで、ローカルのエッ

ジ処理が増えてくるでしょう。ただ、一方で５Ｇのような通信環境もできてきていますので、

クラウドの活用も並行して進んでいくだろうという記載をしているところでございます。 

 ＡＩ自体については、一番上の活用の広がりというところにまとめておりますけど、まず画
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像認識や音声認識のような認識技術が発展してきて、さらに、今目に見えないような暗黙知の

取り込みが次に広がってきて、さらにそこから意味理解が広がってきて、さらに推論のような、

ＡＩが自律的にいろいろな判断をして動くようになるのではないかと整理しております。これ

はシンギュラリティ的な世界なので、そこまでいくかというのは点線で示しているところでご

ざいます。 

 続きまして、４ページ目が具体的な産業ごとの展開のイメージをまとめたものでございます。 

 ５ページ目以降に各分野の個別のイメージがございますが、それをまとめたものがこの４ペ

ージ目になってございます。 

 ４ページ目は飛ばしまして、５ページ目で見ていただければと思いますけど、まず、ロード

マップの対象とすべき分野はどこなのかということを戦略会議の場でも議論しまして、やはり

日本が強みを有する分野ですとか、あとＡＩ技術が貢献できる分野を優先的に検討していこう

ということで重点分野を決めております。 

 重点分野は四つありますが、生産性分野、それから健康・医療・介護分野、空間の移動分野、

それとここに書いていませんが、情報セキュリティを共通的な分野として上げております。た

だ、情報セキュリティ自体は単独でロードマップになるというよりは、各分野に付随するよう

な形で発展していくだろうということで、個別にはまとめておりません。 

 それで、生産性分野が５ページ目でございますけど、まず、どういうところをこの分野で目

指していくのかということについて一番上の枠の中に書いているところでございます。 

 生産性分野は、需給をマッチングするハイパー・カスタマイゼーションによって究極のエコ

システムを構築していくという方向性と、人の創造力を増幅することによって、物とサービス

が有効したような新しい製品・サービスを生み出していくという方向性の二つがあるのではな

いかということでこざいます。 

 この下の樹形図みたいなものでございますけど、これが具体的なイメージを示しているもの

でございます。 

 一番上の段にあるのが、先ほど２ツ目の方向性にあった、新しい製品・サービスが生まれて

いくという流れでございます。 

 真ん中あたりのデータインフラの環境整備というところは、ＡＩにより需給をマッチングし

てハイパー・カスタマイゼーションを進めていこうという流れでございまして、下の方のロボ

ット・センサのＡＩ化というところは、そういう生産性向上のために生産現場や農業の現場な

どにＡＩやロボットの技術が入っていくという流れを示しております。 
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 フェーズ１、フェーズ２までは具体的なことを書いているところでございますけど、フェー

ズ３になると、どんな世の中になっているかというのはなかなか想像し難いというところもあ

りまして、そういう大きな概念的なところしかまとめられないのではないかということに、結

局いろいろと議論した結果になりまして、概念的な整理をしているところでございます。 

 フェーズ３としましては、先ほど申しましたような創造的な製品・サービスがどんどん広が

って、次々と生み出されていくような世界になるのではないか、次に、潜在的な意識、人がこ

んな物が欲しいと思いついたら、すぐにそれが届くような世界になるのではないか、それによ

って無駄がゼロになっていくのではないか、気配り上手な配送ということで、必要と思ったと

きに物がタイムリーに手に入るようなことになるのではないか、ということでまとめていると

ころでございます。 

 続きまして、６ページ目の健康・医療・介護分野でございますけど、この分野で目指すべき

ところとしては、上の枠にあるところでございますけど、我が国は少子高齢化社会で先進国で

ございますので、その中で蓄積されている医療・介護の膨大なデータを利用して、世界一の医

療技術先進国、介護技術先進国を目指していくという方向性、２０３０年には高齢者が４割以

上になるという中で、８０歳以上でも希望する人が働けるような社会を目指していく、また、

社会保障費の負担が増えていく中で、社会保障費を軽減していくという方向性を整理をしてい

るということでございます。 

 この分野ではデータの整備、連結というところが最も重要な課題なので真ん中に据えた上で、

上の方は、それを活用した健康・医療サービスを展開するとか、下の方は創薬や、介護施設に

そういったＡＩ技術を活用していくという流れを示しているところでございます。 

 続きまして、７ページ目でございますけど、空間の移動分野ということですけど、元々この

分野はモビリティ分野と言っていましたが、安西先生や久間先生からも御指摘を頂きまして、

その移動の技術だけではなく、それによってどのようなサービスが生まれてくるかというとこ

ろも併せて検討していくべきという御指摘を頂いたこともあり、そういった広がりを持った形

で考えるために、空間の移動分野としております。 

 ここの上の枠にありますように、移動そのものだけではなくて、その他の作業、生活、娯楽

の空間が広がっていくですとか、シェアリングエコノミーが広がっていくとかの方向性、移動

するだけではなくて、移動しなくても移動したときと同等な価値が生まれてくるようなものも

増えていくとかの方向性を整理してございます。 

 この下の図は、真ん中に、自動運転は、自動車分野ですでにまとめておりますけど、レベル
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１、レベル２、レベル３、レベル４と展開されていくことを記載しております。上の方ではそ

れによっていろいろなサービスが広がっていく、下の方は、車や移送機器による移動だけでは

なくて、ドローンによる配送ですとかテレワークによって、移動したときと同等な価値が生ま

れていくということをまとめているものでございます。 

 この分野は自動運転の流れが早まっているということもありまして、フェーズ２をほかの分

野よりも後の方に置いているということでございます。 

 続きまして、こういったロードマップを実現していく上で、各研究機関での研究開発計画と

共に、それを支えるような基盤的な取組をやっていこうということで、８ページ目が人材育成、

１０ページ目がデータ整理、１１ページ目がベンチャー育成ということで、それぞれの課題に

ついても戦略会議の中では検討してきております。 

 ただ、これらの課題については、戦略会議の場だけではなくて総合科学技術会議も含めまし

ていろいろな場で議論されているものですから、この戦略会議の中では３省の研究機関が特に

取り組む分野についてまとめたものでございます。 

 人材については、ここの下の図にありますとおり、先端ＩＴ人材、特に集中して検討してき

たところでございますけど、２０２０年に５万人近い人材不足が生じるという中で、問題解決

力や具体化力、活用力を有するような人材を育てていかないといけないという課題があり、９

ページ目にありますように、各機関で講座をやったりとかコンテストをやったりとかしながら、

そういう人材育成に取り組んでいくということをまとめているところでございます。 

 １０ページ目でございますけど、こちらはデータ整備ですが、この委員会とも関連が深いと

ころだと思いますけど、これも、３省でできることをまとめておりまして、まず、やはり今あ

るデータを使うだけではなくて、ＡＩで使うためのデータ整備というところが必要だというこ

とで、データを整備するようなプロジェクトを進めていくとか、あとＡＩ研究者は結構データ

を作るところに負担がかかっているというところもありますので、そのデータ整備を支援する

ような機関を強化していくとか、民間データの活用については、ここで議論されているような

話でございますけど、これらについてまとめているというところでございます。 

 １１ページ目でございますけど、ベンチャー支援ということでございます。ＡＩ分野はベン

チャーだけが単独で事業を展開するというのは難しい分野でございまして、データを取るとこ

ろとか、実際に販路を開拓するというところはなかなかベンチャーだけでできないということ

で、大企業とのマッチングが重要な課題ということで、大企業の目利き人材とのネットワーク

を形成するなどの取組をやっていこうということにしておるところでございます。 
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 私からの説明は以上でございます。 

○相田座長 それでは、ただいまの御説明につきまして御質問、御意見ございましたらお願い

したいと思います。 

○佐藤構成員 ＡＩ、取組が多分いっぱいあって大変だったと思いますが、是非お願いしたい

ことがございます。ロードマップは予測ではなく、意志だと思いますので、フェーズ１で何を

やると決めていただきたいなと思います。例えば、生産性向上であれば、日本としてＡＩを使

ってフェーズ１で何％補助。これ、乱暴な言い方です。若しくは、人間が少ないのだったら、

２０２０年に５万人達成するという意志に直していただいて、今年１，０００人ずつ増やすだ

とか、そういうふうに。今は多分取組が全企業ＩＴ系、ＩＣＴ系企業をやっていますので、取

組がざっと並べるといっぱいあるというので、放っておいても進むところは進むと思いますの

で、是非３省の方から見ると、日本としてのゴールとして大きな目標になれば一番いいと思う

のですけど、そういうのは三つの領域、三つのフェーズであれば９個になりますが、是非策定

していただくようにお願いいたします。 

○相田座長 それでは、島田構成員。 

○島田構成員 産業化という観点から１点コメントさせていただきます。 

 人工知能の産業化、産業への影響というのは、まず今最初によく言われています、生産性が

上がる、品質が上がる、新しい価値が創造できるなどという人工知能によって直接的に価値が

生まれるところの話が多いのですけれども、私どもの考えているのは、その先に制約が解放さ

れていくわけなので、その先に人工知能で何かが改善された後に来る新しい産業に、直接的で

はない別の産業に影響するというのが非常に大きいというふうに感じております。 

 典型的な例が、今日の資料で言いますと７ページ目に、空間の移動分野と書かれているとこ

ろの下の方に、移動のエンターテイメント産業化とか移動の空間・時間のプライベート化と書

いてあります。自動運転したときに、その中に乗っている人々は何をするのかという概念、若

しくは、走行が自動化されたときに物を運ぶという産業そのものの概念、物の運ぶ概念がどう

変わるのかとかそういったことを考えますと、直接的なこと以上にほかのサービスへの影響と

いうのは非常に大きいというのを考えておりますので、そういったところも是非取り組めるよ

うにしていただければと感じております。 

○相田座長 ありがとうございました。 

 ほかにいかがでございましょうか。 

○久間議員 では私から、今のお話についてコメントいたします。 
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 最初のご意見に対してですが、産業化ロードマップは非常に短期間の検討でしたがうまくで

きたと思います。ただ、テーマは網羅的で非常に多い。ですから、３省連携のＡＩセンターだ

けでこれを全部実現できるわけではありません。そのため、この中でどのテーマが、産業的に

あるいは社会課題の解決にとってインパクトがあり国益をもたらすかという、そういった観点

から幾つかのテーマに絞る必要があると思います。 

 また、目標とするスペックを入れるべきです。それから、絞ったテーマは、ほかのアプリケ

ーションにも展開できるようなプラットフォーム化を、考えながら進めていくことが必要と思

います。 

 島田構成員の御質問に対してはおっしゃるとおりで、ＡＩプロジェクトを進める上で、今あ

る産業をより強くするためのＡＩ技術、それから新しい産業を創出するためのＡＩ技術の研究

開発があるべきです。その具体的な施策として、この３省プロジェクトとＳＩＰを連携させて

います。ＳＩＰは御存じのように１１のテーマがあり、そのテーマと連動することによって、

Society 5.0が目標とするシステム間の連携ができてくると思うのです。そういったところか

らも、研究成果の新しい応用や新産業の創出を目指していきたい。ほかにもいろいろなやり方

があると思いますが、まずはそういった方向で推進したいと思います。 

 また、新産業の創出を予測することは難しいので、まずはそういった取っかかりで進めます

が、走りながらフレキシブルに変えていくことが必要と思います。 

○相田座長 ありがとうございました。 

 ほかにいかがでございましょうか。 

○矢川構成員 今日御紹介いただいたのは、どっちかというとアプリケーション視点というか、

アプリケーション視点のＡＩ技術というのが多かったと思いますが、我々が今検討しているシ

ステム基盤という観点で考えると、先ほどから議論があったように、データの整理を自動化す

るＡＩとかそういうものも考えていく必要があるかなと思っています。是非もし機会があれば、

そういったデータの準備をする、データの不整合を一致させるようなＡＩとか、そういった分

野での議論もなされたらいいのではないかと思います。 

○久間議員 四つのアプリケーションとして、生産と移動と医療とセキュリティを対象にして

いますが、これはあくまでも中心的な課題という位置づけです。防災・減災とか、インフラ分

野も課題として入ってくることが想定されます。 

 矢川構成員がおっしゃったデータの整理を自動的に行うＡＩというのも、当然のことながら、

いいテーマであれば研究対象にするという、フレキシブルな対応をしたいと思います。 
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○相田座長 一応１０ページの５のところを見ると、ＡＩで自動的に関連を行う技術匿名化

云々（うんぬん）というので、視野には入っているかなというところかと思いますけど。では、

これをどこでやるのかとかそういう話になるかと思います。 

○久間議員 今日は示しませんでしたが、産業化ロードマップとは別に、技術ロードマップが

あります。それに関しても、具体的にどういった技術を、どういったスペックで進めるかを示

していきたいと考えており、これからより具体的なものにしたいと考えています。 

○相田座長 ほかにいかがでございましょうか。よろしいでしょうか。 

 それでは、おおよそ予定した時間になりましたので、もし本日言い足りなかったというよう

なことがございましたら、事務局の方まで御連絡いただければと思います。 

 最後に、上山議員、久間議員から一言ずつコメントをお願いしたいと思いますけれども。上

山先生からお願いできますか。 

○上山議員 所用があって１時間近く遅れてしまいまして、いろいろと議論をもう少し聞きた

かったのですが申し訳ありません。このデータの話をずっと伺うと、私のような社会科学部門

の人間にとっても大きな変化が起こっているなと思います。 

 官民データ活用推進戦略会議というのが官邸の方でできて、そこでもずっと進んでいくと思

いますが、やはりこれだけ大きな社会全体のビッグデータを使って政策を動かしていくことが

できるようになった、そのことに大きな変化が起こってきているような気がします。 

 ＭＩＴにいるアレックス・ペントランという人がソーシャルフィジックス（ソーシャル物理

学）を提唱しています。それは今までの社会科学へのある意味では挑戦です。これまで社会科

学は、商業とか工業とか、あるいは企業とか家計とか、非常に限定したカテゴリの中でモデル

を組んで、社会の問題について議論していましたが、その垣根がどんどんなくなってきている。

その意味で、データを中心として新しい概念で社会科学を再構築しようという試みです。 

 例えば商業といったところで、もう伝統的なお店で商売をしている人はだんだん限られてき

て、ほとんどネット、アマゾンで買うということになると、商業活動ということ自体も、もう

一度社会学的には考え直さないといけないという時代になってきている。そういうことを踏ま

えて、社会科学という学問全体の構成が再構成みたいなのが恐らく今後１０年、２０年の間で

進んでいくだろう。おそらくは、人間の捉え方というか、社会によって人間が経済活動してい

くという行動パターンの研究も変わっていくでしょう。これ、今まで経済畑の人間が捉えてい

た人間ではなくて、心理学のアプローチがどんどん入ってきているという現実を見ると、この

ビッグデータを通した検討は、恐らく政策の現場に大きな影響を与えるだろうと考えておりま
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す。その行方を見定めながら、たまたまここにＣＳＴＩにおりますから、政策ということを考

えるときにも、このビッグデータの話を入れていきたいと思っていることが一つ。 

 それからもう一つ、ずっと気になっているのは、社会人教育、リカレント教育の中で、この

ビッグデータの話がどういうふうに進んでいくだろうかということです。特に、企業の中にお

ける研究者のリカレント教育という意味でも、とりわけ、緊急に必要になっているこの分野の

人材育成を企業と政府が一体になって恐らく進めていかないと、スピードが追いつかないだろ

うなという気がしております。私自分自身は、そのために大学という受け皿を使うことができ

るのかが長年の関心でございまして、産業界の資金と政府の資金が基盤となって大学における

この分野のリカレント教育を進めていけるのかに注視しているとコメントさせていただきたい

と思います。ありがとうございます。 

○久間議員 今日は非常に活発なディスカッションをしていただきまして、どうもありがとう

ございます。 

 ３点申し上げます。一つ目は、データベースの構築に関しては、本委員会で共通基盤的なフ

レームワークを作ることについて、大分議論ができてきたと思います。ただし、この共通基盤

については、本委員会で検討したやり方で進めるように各省庁に指示しても、その通りに実施

するとは限りません。ですから、ＳＩＰを活用してロールモデルを作り、各省庁にこのやり方

を浸透させていく作業が必要だと思います。  

二つ目は、データベースについてＩＴ総合戦略本部の説明が今日ありましたが、ここを司令塔

機能にすると決めたならば、各省庁それぞれの役割、権限と責任を明確にして、ＩＴ総合戦略

本部が全体を牽引していただきたいと思います。 

 これからはＩＴ総合戦略本部とＣＳＴＩが共同で推進していく仕組みを考えていただきたい

と思います。 

 三つ目はＡＩですが、ＡＩとデータベースは両輪です。ただし３センターが別々にデータベ

ースを作ることは効率が悪いので、どう連携するかが重要です。ＳＩＰと連動させるなど様々

な検討をしています。産業化ロードマップや技術ロードマップ、それから人材育成などもテー

マに含めて、５月に第２回のＡＩシンポジウムを関西で開きますので、是非参加していただき

たいと思います。 

 以上です。 

○相田座長 ありがとうございました。 

 それでは最後に、事務局から連絡事項をお願いいたします。 
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○事務局（布施田） 本日は御議論ありがとうございました。様々な御指摘頂きましたので、

それも踏まえて次回の会合までもう少し検討を進めていきたいと思います。 

 次回の会合でございますが、３月３０日、午後２時から予定してございます。また改めて開

催通知は発出させていただきます。 

 ３月３０日の次回の会合が、一応予定では、今回、総合戦略２０１７に向けて最後の会合の

予定でございます。よろしくお願いします。 

 また、机上に起きました配付資料は、郵送御希望の方は、そのまま資料を机の上に置いてお

いていただければ結構でございます。 

 以上でございます。 

○相田座長 構成員の皆様からほかに何かございますでしょうか。よろしいでしょうか。 

 それでは、本日の会合をこれで閉会させていただきます。 

 どうも御協力ありがとうございました。 

 


